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養父市告示第18号 

養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給要綱を次のように定める。 

令和８年３月16日 

養父市長  大 林 賢 一 

  

養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、養父市医療機関等物価高騰対策給付金（以下「給付金」

という。）の支給に関し、養父市補助金等交付規則（平成20年養父市規則第５

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（給付金の支給目的） 

第２条 この給付金は、物価高騰の影響を受けている医療機関等の負担を軽減

し、安定的な医療サービスの提供を継続できるよう支援することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示において、「医療機関等」とは、市内に所在する別表の左欄

に掲げる施設ごとに、それぞれ同表の中欄に掲げる要件を満たす施設をいう。 

（支給対象者） 

第４条 給付金の支給を受けることができる者は、次の各号に掲げる全ての要

件を満たす者とする。ただし、この告示による給付金と同様の趣旨の市補助金

等の支給を受けているときは対象外とする。 

(1) 令和８年４月１日において医療機関等を開設し、かつ、交付申請時に運営

を継続していること。 

(2) 市直営の医療機関等でないこと。 

(3) 市税等市の徴収金に滞納がないこと。 

(4) 養父市暴力団排除条例（平成25年養父市条例第18号）第２条第１号から第

３号までに該当しないこと。 

（給付金） 

第５条 給付金の額は、別表左欄に掲げる施設区分ごとに、同表右欄に掲げる

額とする。 

２ 給付金の支給は、同一施設に対し、１回限りとする。 

（給付金の支給申請等） 
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第６条 給付金の支給を受けようとする者は、養父市医療機関等物価高騰対策

給付金申請書兼請求書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 給付金の支給申請期間は、令和８年４月17日までとする。 

（支給の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による給付金の支給申請があったときは、当該支

給申請に係る書類を審査するとともに、必要に応じて調査等を行い、給付金の

支給の可否及び支給すべき額を決定するものとする。 

２ 前項の規定により、給付金の支給の可否及び支給すべき額を決定したとき

は、市長は、速やかに養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給（不支給）決

定通知書（様式第２号）により、その旨を当該決定を受けた者に通知するとと

もに、給付金の支給を決定したときは、給付金を指定された金融機関の口座に

振り込むものとする。 

（交付決定の取消し） 

第８条 市長は、交付決定された者が次の各号のいずれかに該当した場合は、

交付決定の全部又は一部を取り消し、養父市医療機関等物価高騰対策給付金交

付決定取消通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

(1) この告示の規定に違反したとき。 

(2) 偽りその他不正な手段により給付金の交付を受けたとき。 

（給付金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により給付金の交付決定を取り消したときに既に

給付金を交付している場合は、その取消しに係る給付金について、期限を定め

て返還を請求するものとする。 

（その他） 

第10条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和８年３月25日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和８年６月30日限り、その効力を失う。ただし、第８条及

び第９条の規定は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。 

別表（第３条及び第５条関係） 
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施設 要件 給付金額 

病院・診療所 

（有床） 

市内に開設し、保険医療機関として指定を

受けている病院又は診療所 

29千円／床 

ただし、休床病床

は除く 

診療所（無床） 市内に開設し、保険医療機関として指定を

受けている無床診療所 

43千円／施設 

歯科診療所 市内に開設し、保険医療機関として指定を

受けている歯科診療所 

43千円／施設 

薬局 市内に開設し、保険薬局として指定を受け

ている薬局 

43千円／施設 

助産所 市内に開設し、保健所に届出をしている助

産所 

43千円／施設 

受領委任・償還払

対応の施術所 

次の各号に掲げる要件の全てを満たすもの 

1 市内に開設し、保健所に届出をしてい

る施術所 

2 施術に係る療養費の受領委任払の取扱

い又は償還払による保険診療を行っている

施術所 

43千円／施設 

その他の施術所 市内に開設し、保健所に届出をしている施

術所 

43千円／施設 

訪問介護ステー

ション 

市内に開設し、近畿厚生局に指定を受けて

いるもの 

43千円／施設 

歯科技工所 市内に開設し、保健所に届出をしている歯

科技工所 

43千円／施設 
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様式第１号（第６条関係） 
 

養父市医療機関等物価高騰対策給付金申請書兼請求書 
 

年  月  日 
養父市長 様 

 
申請者  所在地 

名称 
代表者職・氏名           ㊞ 

 
 養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給要綱第６条第１項の規定に基づき下記のとお
り申請します。 
 なお、市が給付金の支給に関し、市税等市の徴収金の納付状況及び経営の実態等につい
て調査することに同意します。 
 

記 
 
１ 申請額（裏面、給付金区分表参照） 

施設区分  

申請額（請求額） 円  

 
２ 振込を希望する金融機関 

金融機関名  支店名  

口座の種類 普通 ・ 当座 口座番号  

（フリガナ） 
口座名義 

 

 
３ 誓約事項（該当する項目に✓を記入） 
 

この給付金は、安定的な医療サービスの提供を継続するために活用します。 

 養父市暴力団排除条例（平成25年養父市条例第18号）に規定する暴力団、暴力団員
又は暴力団密接関係者ではありません。 

 
市税等市の徴収金に滞納はありません。 

 
４ 申請事務担当者 
申請に関する 

担当者 
職名 
 

氏名 
 

連絡先 
電話番号 
 

E-mail 
 

支給決定通知等
郵送先 

（〒  －   ） 
 

（表） 
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＜給付金区分＞ 

施設区分 要 件 給付金額 
病院・診療所 
（有床） 

市内に開設し、保険医療機関として指定を受けて
いる病院又は有床診療所 

29千円/床 
休床病床は除く 

診療所（無床） 
市内に開設し、保険医療機関として指定を受けて
いる無床診療所 

43千円/施設 

歯科診療所 市内に開設し、保険医療機関として指定を受けて
いる歯科診療所 

43千円/施設 

薬局 市内に開設し、保険薬局として指定を受けている
薬局 

43千円/施設 

助産所 市内に開設し、保健所に届出をしている助産所 43千円/施設 
受領委任・償還払
対応の施術所 

次の各号に掲げる要件の全てを満たすもの 
1 市内に開設し、保健所に届出をしている施術
所 
2 施術に係る療養費の受領委任払の取扱い又は
償還払による保険診療を行っている施術所 

43千円/施設 

その他の施術所 市内に開設し、保健所に届出をしている施術所 43千円/施設 
訪問介護ステーシ
ョン 

市内に開設し、近畿厚生局に指定を受けているも
の 

43千円/施設 

歯科技工所 市内に開設し、保健所に届出をしている歯科技工
所 

43千円/施設 

 
 
 

（裏） 
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様式第２号（第７条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

         様 

 

養父市長         ㊞  

                       

養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給（不支給）決定通知書 

 

    年 月 日付で申請のあった養父市医療機関等物価高騰対策給付金について、養

父市医療機関等物価高騰対策給付金支給要綱第７条第２項の規定に基づき、下記のとおり

決定したので通知します。 

 

記 

 

支 給 

支給金額         円 

支給予定日 年  月  日 

支給方法 指定の口座に振込み 

不支給 理 由 
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様式第３号（第８条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

 

 

                様 

 

養父市長         ㊞  

 

 

養父市医療機関等物価高騰対策給付金交付決定取消通知書 

 

 

    年  月  日付 第   号で交付決定をした養父市医療機関等物価高騰対

策給付金について、養父市医療機関等物価高騰対策給付金支給要綱第８条の規定に基づき、

下記のとおり交付の決定を取り消したので通知します。 

 

記 

 

１ 給付金                円の交付を取り消す。 

 

 

２ 取消理由 

 

 

 

 


